
 

 

第一六二回 

衆第三〇号 

   民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律の一部を改正す

る法律案 

 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第

百十七号）の一部を次のように改正する。 

 第一条中「建設、維持管理及び運営（これらに関する企画を含む。）」を「整備等」

に、「整備し」を「整備するとともに、国民に対する低廉かつ良好なサービスの提供を

確保し」に改める。 

 第二条第一項中「次の各号に掲げる施設」の下に「（設備を含む。）」を加え、同条

第二項中「建設」の下に「、改修」を加え、同条第三項第三号中「行う」の下に「独立

行政法人、」を、「含む」の下に「。以下「公共法人」という」を加える。 

 第三条第一項中「地方公共団体」の下に「（これらに係る公共法人を含む。以下この

条及び第十八条において同じ。）」を、「踏まえつつ」の下に「、行政の効率化又は国

及び地方公共団体の財産の有効利用にも配慮し」を加え、同条第二項中「国等」を「国

及び地方公共団体」に改める。 

 第四条の見出しを「（基本方針等）」に改め、同条第二項中「ついては、特定事業

の」の下に「健全かつ効率的な」を加え、同条第三項第一号中「公共性を確保しつつ」

を「公共施設等の整備等における公共性及び安全性を確保しつつ、」に、「を図る」を

「、国民に対するサービスの提供における行政のかかわり方の改革、民間の事業機会の

創出その他の成果がもたらされるようにする」に改め、同条に次の一項を加える。 

７ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、基本方針を勘案した上で、第三項各号に掲

げる事項に配慮して、地域における創意工夫を生かしつつ、特定事業が円滑に実施さ

れるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 第八条に次の一項を加える。 

２ 公共施設等の管理者等は、前条第一項の民間事業者の選定を行うに当たっては、民

間事業者の有する技術及び経営資源、その創意工夫等が十分に発揮され、低廉かつ良

好なサービスが国民に対して提供されるよう、原則として価格及び国民に提供される

サービスの質その他の条件により評価を行うものとする。 

 第九条の次に次の一条を加える。 

 （指定管理者の指定に当たっての配慮等） 

第九条の二 地方公共団体は、この法律に基づき整備される公共施設等の管理について、

地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二第三項の規定を適用

する場合においては、同条第四項から第六項までに規定する事項について、選定事業

の円滑な実施が促進されるよう適切な配慮をするとともに、同条第十一項の規定に該

当する場合における選定事業の取扱いについて、あらかじめ明らかにするよう努める



 

 

ものとする。 

 第十一条の二第一項中「及び第三項」を「から第五項まで及び次条第一項から第四項

まで」に改め、同条第二項中「当該建物」の下に「（以下この条において「特定建物」

という。）」を加え、同条第八項中「から第三項」を「から第五項」に、「第四項から

第六項まで」を「第六項から第十項まで」に改め、同項を同条第十二項とし、同条第七

項を同条第十一項とし、同条第六項中「同項に規定する建物の一部」を「特定民間施

設」に、「終了後」を「終了の後」に改め、同項を同条第八項とし、同項の次に次の二

項を加える。 

９ 前三項に定めるもののほか、地方公共団体は、第七項の規定により行政財産である

土地の貸付けを受けた選定事業者が特定民間施設を譲渡しようとする場合において、

必要があると認めるときは、地方自治法第二百三十八条の四第一項の規定にかかわら

ず、当該行政財産である土地を、その用途又は目的を妨げない限度において、当該特

定民間施設を譲り受けようとする者（当該公共施設等の管理者等が当該公共施設等の

管理に関し適当と認める者に限る。）に貸し付けることができる。 

10 前項の規定は、第八項又は前項（この項において準用する場合を含む。）の規定に

より行政財産である土地の貸付けを受けた者が当該特定民間施設（特定民間施設であ

った施設を含む。）を譲渡しようとする場合について準用する。この場合において、

前項中「当該公共施設等の管理者等」とあるのは、「当該特定民間施設に係る公共施

設等の管理者等（特定民間施設であった施設を譲渡しようとする場合にあっては、当

該特定民間施設であった施設に係る公共施設等の管理者等）」と読み替えるものとす

る。 

 第十一条の二第五項中「一棟の建物の一部が当該選定事業に係る公共施設等である当

該建物」を「特定建物」に改め、同項を同条第七項とし、同条第四項中「（昭和二十二

年法律第六十七号）」を削り、「及び第六項」を「から第十項まで及び次条第五項から

第八項まで」に改め、同項を同条第六項とし、同条第三項中「同項に規定する建物の一

部」を「特定建物のうち選定事業に係る公共施設等の部分以外の部分（以下この条にお

いて「特定民間施設」という。）」に、「終了後」を「終了（当該選定事業を行うため

締結した契約の解除による終了を含む。以下この条及び次条において同じ。）の後」に

改め、「その者」の下に「（当該選定事業を行うため締結した契約の解除による終了の

場合にあっては、当該特定民間施設であった施設に係る公共施設等の管理者等が当該公

共施設等の管理に関し適当と認める者に限る。第八項において同じ。）」を加え、同項

の次に次の二項を加える。 

４ 前三項に定めるもののほか、国は、第二項の規定により行政財産である土地の貸付

けを受けた選定事業者が特定民間施設を譲渡しようとする場合において、必要がある

と認めるときは、国有財産法第十八条第一項の規定にかかわらず、当該行政財産であ

る土地を、その用途又は目的を妨げない限度において、当該特定民間施設を譲り受け



 

 

ようとする者（当該公共施設等の管理者等が当該公共施設等の管理に関し適当と認め

る者に限る。）に貸し付けることができる。 

５ 前項の規定は、第三項又は前項（この項において準用する場合を含む。）の規定に

より行政財産である土地の貸付けを受けた者が当該特定民間施設（特定民間施設であ

った施設を含む。）を譲渡しようとする場合について準用する。この場合において、

前項中「当該公共施設等の管理者等」とあるのは、「当該特定民間施設に係る公共施

設等の管理者等（特定民間施設であった施設を譲渡しようとする場合にあっては、当

該特定民間施設であった施設に係る公共施設等の管理者等）」と読み替えるものとす

る。 

 第十一条の二の次に次の一条を加える。 

第十一条の三 前条第一項から第五項までに定めるもののほか、国は、必要があると認

めるときは、国有財産法第十八条第一項の規定にかかわらず、特定施設（第二条第一

項第三号及び第四号に掲げる施設（公営住宅を除く。以下この項において「第三号及

び第四号施設」という。）並びに同条第一項第五号の政令で定める施設のうち第三号

及び第四号施設に準ずるものとして政令で定めるものをいう。以下この条において同

じ。）の設置の事業であって、選定事業の実施に資すると認められるもの（以下この

条において「特定民間事業」という。）の用に供するため、行政財産を、その用途又

は目的を妨げない限度において、当該特定民間事業を行う選定事業者に貸し付けるこ

とができる。 

２ 前項に定めるもののほか、国は、同項の規定により行政財産の貸付けを受けた者が

特定民間事業に係る特定施設を選定事業の終了の後においても引き続き所有し、又は

利用しようとする場合において、必要があると認めるときは、国有財産法第十八条第

一項の規定にかかわらず、当該行政財産を、その用途又は目的を妨げない限度におい

て、その者（当該選定事業を行うため締結した契約の解除による終了の場合にあって

は、当該選定事業に係る公共施設等であった施設に係る公共施設等の管理者等が当該

公共施設等の管理に関し適当と認める者に限る。第六項において同じ。）に貸し付け

ることができる。 

３ 前二項に定めるもののほか、国は、第一項の規定により行政財産の貸付けを受けた

選定事業者が特定民間事業に係る特定施設（特定施設を利用する権利を含む。以下こ

の項において同じ。）を譲渡しようとする場合において、必要があると認めるときは、

国有財産法第十八条第一項の規定にかかわらず、当該行政財産を、その用途又は目的

を妨げない限度において、当該特定施設を譲り受けようとする者（当該選定事業に係

る公共施設等の管理者等が当該公共施設等の管理に関し適当と認める者に限る。）に

貸し付けることができる。 

４ 前項の規定は、第二項又は前項（この項において準用する場合を含む。）の規定に

より行政財産の貸付けを受けた者が当該特定施設（特定施設を利用する権利を含



 

 

む。）を譲渡しようとする場合について準用する。この場合において、前項中「当該

選定事業に係る公共施設等の管理者等」とあるのは、「当該選定事業に係る公共施設

等の管理者等（当該選定事業の終了の後にあっては、当該選定事業に係る公共施設等

であった施設に係る公共施設等の管理者等）」と読み替えるものとする。 

５ 前条第六項から第十項までに定めるもののほか、地方公共団体は、必要があると認

めるときは、地方自治法第二百三十八条の四第一項の規定にかかわらず、特定民間事

業の用に供するため、行政財産を、その用途又は目的を妨げない限度において、当該

特定民間事業を行う選定事業者に貸し付けることができる。 

６ 前項に定めるもののほか、地方公共団体は、同項の規定により行政財産の貸付けを

受けた者が特定民間事業に係る特定施設を選定事業の終了の後においても引き続き所

有し、又は利用しようとする場合において、必要があると認めるときは、地方自治法

第二百三十八条の四第一項の規定にかかわらず、当該行政財産を、その用途又は目的

を妨げない限度において、その者に貸し付けることができる。 

７ 前二項に定めるもののほか、地方公共団体は、第五項の規定により行政財産の貸付

けを受けた選定事業者が特定民間事業に係る特定施設（特定施設を利用する権利を含

む。以下この項において同じ。）を譲渡しようとする場合において、必要があると認

めるときは、地方自治法第二百三十八条の四第一項の規定にかかわらず、当該行政財

産を、その用途又は目的を妨げない限度において、当該特定施設を譲り受けようとす

る者（当該選定事業に係る公共施設等の管理者等が当該公共施設等の管理に関し適当

と認める者に限る。）に貸し付けることができる。 

８ 前項の規定は、第六項又は前項（この項において準用する場合を含む。）の規定に

より行政財産の貸付けを受けた者が当該特定施設（特定施設を利用する権利を含

む。）を譲渡しようとする場合について準用する。この場合において、前項中「当該

選定事業に係る公共施設等の管理者等」とあるのは、「当該選定事業に係る公共施設

等の管理者等（当該選定事業の終了の後にあっては、当該選定事業に係る公共施設等

であった施設に係る公共施設等の管理者等）」と読み替えるものとする。 

９ 前条第十一項及び第十二項の規定は、前各項の規定による貸付けについて準用する。

この場合において、同条第十二項中「第一項から第五項まで」とあるのは「第十一条

の三第一項から第四項まで」と、「第六項から第十項まで」とあるのは「第十一条の

三第五項から第八項まで」と読み替えるものとする。 

 第十六条第二項中「地方公共団体」の下に「及び公共法人」を加える。 

 第十八条中「、地方公共団体及び」を「及び地方公共団体並びに」に改める。 

 第二十一条第六項に後段として次のように加える。 

  この場合において、委員会は、提出を受けた資料その他所掌事務を遂行するために

収集した資料の公表に関し必要な措置を講ずるものとする。 

 附則第二条中「この法律の施行の日から五年以内に」を「少なくとも三年ごとに」に



 

 

改める。 

 附則第三条中「特定事業を実施する民間事業者の選定」を「民間事業者から質問又は

提案を受けること等の特定選定（特定事業を実施する民間事業者の選定をいう。以下こ

の条において同じ。）における民間事業者との対話の在り方、段階的な事業者選定の在

り方、特定選定の手続における透明性及び公平性の確保その他の特定選定」に改める。 

   附 則 

 この法律は、公布の日から施行する。 



 

 

     理 由 

 民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用した公共施設等の整備等の一層の促進を

図るため、本法の目的として国民に対する低廉かつ良好なサービスの提供を確保するこ

とを明記し、基本理念に行政の効率化又は国公有財産の有効利用にも配慮することを定

めるとともに、行政財産を、公共施設等と民間施設との合築の場合において選定事業者

以外の者に対しても貸し付けることができるようにすること、合築以外の形態による民

間施設の併設の場合においても貸し付けることができるようにすること等行政財産の貸

付対象を拡充し、併せて民間事業者の選定に当たっての評価方法の明確化等の措置を定

める等の必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


